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平成１２年３月期　中間連結決算短信　　　　   　　　　平成１１年１１月１８日

〔連結財務諸表規則（昭和 51年大蔵省令第 28号）に準じて作成〕

住 友 商 事 株 式 会 社　　(上場取引所…東京･大阪･名古屋各第一部、京都、広島、福岡)

コード番号　８０５３
大阪本社　大阪市中央区北浜４丁目５番３３号
東京本社　東京都千代田区一ツ橋１丁目２番２号
問合せ先　広報室長　　　　近 藤　　材　　　ＴＥＬ（０３）３２１７－５０６３
　　　　　主計部長　　　　福 元 哲 朗      ＴＥＬ（０３）３２１７－６９７９
中間連結決算取締役会開催日　平成１１年１１月１８日

１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）
(１)経営成績　　　　　　　　　(表示金額は 11年 9月中間期及び11 年 3 月期は百万円未満四捨五入、10年 9月中間期は百万円未満切捨)

   売 上 高　      ( 対前年中間期　）
　　　　　　        増　 減 　率

　営業利益   ( 対前年中間期　）
　　　　　　　 　増　 減 　率

　経常利益   ( 対前年中間期　）
　　　　　 　 　増　 減 　率

11 年 9月中間期

10 年 9月中間期

　　　　　　　百万円　   　　　　％

　５，１７２，４３８　(△１０．０)
　５，７４８，５３１　(△　７．７)

　　　　　百万円　　　　　　％

　２３，６９７　(△３２．７)
　３５，２０５　(△　１．６)

　　　　　　百万円 　　　　％

　２３，１３６(△３１．５)
　３３，７９８(　２３．４)

11 年　3 月 期    １１，３９５，２１５ 　５６，５４１ 　４７，８７３

　
 中間(当期)純利益   ( 対前年中間期　）

　　　　　　　 　    　増　 減 　率

　　１　株　当　た　り

　　中間 (当期 )純利益         

　　株 主 資 本         

　　中間(当期)純利益率

11 年 9月中間期

10 年 9月中間期

　　　　　　　　百万円　　　　　％

　　　　１４，２６８　(　　　－)
　　　△５８，６２８　(　　　－)

　　     　　円　　　銭

　　　　 １３．４０
　　　 △５５．０８

　　　　　　　　　　％

　　　　　　　２．４
　　　　　　　　　－

11 年　3 月 期    　　　△２２，５０６ 　　　 △２１．１４ 　　　　　△　３．９

(注)持分法投資損益　  11年 9月中間期　２，６８１百万円 （10 年 9 月中間期　 △２，４５８百万円）
　
(2)財政状態

　　　　総　資　産     株 主 資 本 　 株主資本比率   １株当たり株主資本

11 年 9月中間期
10 年 9月中間期

　　　　　　　　　　百万円

　  ５，１２３，７９５

    ５，６６４，７４６

　　 　　　　　百万円

　 ５８９，２４７

   ５１２，４４９

　　　 　　 　％

　　 １１．５

　　 　９．０

　　　　　　円　　　銭

　　　５５３．５９

　　　４８１．４２
11 年　3 月 期        ５，３２１，３３７    ５８０，５５４ 　　 １０．９ 　　　５４５．４０

(3)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　連結子会社数　　　　　５６１社
　非連結子会社数　　　　　７４社（うち持分法適用会社数　　　０社）
　関連会社数　　　　　　２７９社（うち持分法適用会社数　２０２社）

(4)会社方針等の変更
① 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

 連結(新規)　　　６５社　　持分法(新規)　　　２２社
　　 　(除外)　　　１９社　　　　　(除外)　　　３７社
② 会計処理の方法の変更はありません。
③ １１年３月期より、税効果会計を適用しております。尚、１０年９月中間期は、適用しておりません。

2．１２年 3 月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

　　　売　上　高     経 常 利 益 　　当期純利益

１２年３月期
　　　　　　　　　百万円

１０，５００，０００
　　  　　 　百万円

　  ６８，０００
　　 　　   百万円

　 ３０，０００

（参考）1株当たり予想当期純利益 (連結)２８円１８銭　　(単独)１８円７９銭

〔参考〕当社(単独)の１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）

  売　　上　　高　  ( 対前年中間期　）

　　　　　　　　　　　 　増　減　率

　営　業　利　益　   ( 対前年中間期　）

　　　　　　　　　　　    増　減　率

　経　常　利　益　   ( 対前年中間期　）

　　　　　　　　　　　  　増　減　率

　　　　　　　　　　百万円　　　　　％

　４，６９４，５１７（△１１．１）

　　　　　　　　　　　百万円　　　 　％

　　　　　　７，６５５（△１３．５）

　　　　　　　　　　　百万円　 　　 　％

　　　　　２１，４３５（△２８．６）

 中間(当期)純利益　 ( 対前年中間期　）

　　　　　　　　　　　  増　減　率

   一 株 当 た り        

   中間(当期)純利益

　　　総　資　産 　　　株　主　資　本

　　　　　        　百万円　      　％

        １０，９３７（　　　　－）

　　　　   円　　銭

　　　１０．２７

　　　　　　　　　百万円

　３，３１３，５２５

　　　　　　　　　百万円

　　　５１６，１３１
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経 営 方 針
　　　　　　　　　　

1.中期経営戦略と当上半期における事業活動等

　当社では、「総合事業会社の質的拡充とグローバル連結経営の深化」による収益拡

大と体質強化を図るべく、昨年 10 月に、2001 年３月までの中期経営計画を作成し、

その具体的諸施策をまとめた「改革パッケージ」を策定しました。当上半期におき

ましては、この「改革パッケージ」に次のとおり鋭意取り組みました。

① コア（中核）ビジネスの拡充による収益拡大

　21 世 紀 に 収 益 の 柱 と な る 新 規 ビ ジ ネ ス 発 掘 を 目 指 す プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム や

Ｍ＆Ａ関連の情報を一元的に管理・分析し営業活動を支援する専門チームを設置し

ました。また、コアビジネス拡充を促進するための助成制度も新設しました。この

ような全社的な支援体制のもと、各営業本部・店舗においては、既存のコアビジ

ネスの拡充やコアとなる新規ビジネスの発掘に努めました。また、物流・金融・

情報等のノウハウを活用し、原材料の調達から生産、販売までを総合的に管理して

経営効率化を図る「サプライチェーン・マネジメント（ＳＣＭ）」システムの構築を

通じて、取引の拡大を目指しました。

② 資産の優良化による体質強化

　体質強化を図るべく、独自の指標により策定した全社計画に基づき、収益性や

将来性の低いビジネスを縮小し、新たにコアとなるビジネスへ置き換えることに

注力しました。また、事業投資会社のリストラを進めて連結業績の改善に努めると

ともに、当社が経営責任を負う事業投資会社の半減を目指して統廃合を推進し、

事業投資会社の管理レベルの向上を図りました。

③ 効率経営の追求とコスト競争力の強化

　国内では、中部、九州に当該地域の店舗運営を統括するブロック長を新設した

ほか、海外でも、欧州各地の当社駐在員事務所を欧州住友商事会社傘下の支店と

して改組し、地域主導型の効率的広域運営の強化を図りました。また、社内のイン

トラネットを活用した勤務時間管理や小口経費処理の事務処理システムを導入する

など、生産性向上を目指した具体策を順次実行し、広く業務の効率化に努めました。

さらに、諸経費の削減や人員のスリム化等による人件費の圧縮により、コスト面で

の競争力の強化を推進しました。

　当上半期の個別ビジネスとしましては、成長分野の一つである情報通信関連

事業では、既存のＣＡＴＶ網を利用した高速データ通信サービスの全国展開を目指

し、高速かつ大容量のインターネット接続サービスを提供する「アットホームジャ

パン」を国内に合弁で設立しました。シンガポールでは、電子部品の電子商取引を

行う合弁会社を設立し、世界の顧客とデータベースを介して取引できるシステムや

物流・決済サービスの提供により、取引の拡大を図りました。

また、アメリカ・シリコンバレーでは、ベンチャーキャピタルを設立し、インター

ネットや電子商取引などのハイテク・ベンチャー企業に対し投資を行ってきており

ますが、これら投資からのキャピタルゲインの取得を目指すとともに、当該ベン

チャー企業と共同で日本における新規ビジネスの事業化にも努めました。

　同様に成長が見込まれる消費者直結の事業では、ドラッグストアの「トモズ」の

店舗展開を引き続き行ったほか、高齢者の日常生活を支援するスタッフを派遣する

会社に資本参加し、在宅ケアサービス分野に進出しました。

　また、販売子会社の再編等により販売力を強化すべく、自動車ビジネスにおいて

は、スウェーデンで新たに自動車販売代理店を買収したほか、欧州における自動車

販売事業の統括会社として、ベルギーの「サミット ・デベロップメント」社に、

管理機能を一元化しました。農薬ビジネスでも、ウクライナに販売会社を設立する

など、海外における農業用農薬の販売網を一層強化しました。

　物流事業分野では、世界中に展開している物流事業会社に加えて、国内物流

センターや航空貨物事業分野での合弁会社を更に設立するなど、国内外の物流

ネ ッ ト ワ ー ク の 充 実 と 総 合 物 流 サ ー ビ ス 機 能 の 高 度 化 に 努 め ま し た 。
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さらに、環境面への配慮から古紙リサイクルの重要性が高まる中、既存の古紙集荷

会社３社に加え、国内３都市で地元の古紙回収業者と合弁会社を設立し、古紙業界

におけるＳＣＭシステムの導入も視野に入れ、古紙回収・販売事業の強化を図りま

した。また、全社的な環境マネジメントシステムを構築し、本年６月には、大阪及

び東京本社において、国際環境規格「ＩＳＯ14001」の認証を取得しました。

　銅地金取引問題につきましては、米国ニューヨーク連邦地方裁判所に提起されて

いた集団訴訟について、本年 10 月に裁判所の最終承認を得て訴訟が終結しました。

しかし、この他にも、米国において当社を被告とする数件の民事訴訟が係属して

おり、この解決に注力しております。一方で、当社は、浜中泰男元非鉄金属部長の

不正取引を幇助して当社に損害を与えた金融機関等に対し、本年６月から８月に

かけて４件の損害賠償請求訴訟を提起し、当社が被った損害を回収すべく、最大限

の努力をしております。なお、東京高等裁判所に控訴されていた浜中元部長の刑事

訴訟につきましては、本年６月、判決が出され、有罪が確定しました。

2.今後の対処すべき課題

　当社は、「改革パッケージ」に盛り込まれた諸施策を迅速かつ確実に実行し、収益

の拡大と体質の強化を図って参ります。一方、経済のグローバル化や情報化が急速

に進展し、世界の産業構造が劇的に変化している中で、多数の新しいビジネス

チャンスが生まれようとしております。当社といたしましては、これまで構築して

きたグローバル ・ネットワークをベースに、様々な機能、とりわけ物流・金融・

情 報 等 の ノ ウ ハ ウ を 駆 使 し て 、 こ れ ら ビ ジ ネ ス チ ャ ン ス を 果 敢 に 取 り 込 み 、

21 世紀型サービス産業を目指していく所存であります。

3.配当政策

　当社は、長期にわたり安定して株主に報いることを基本方針とし、平成元年度

より継続して年８円の普通配当を実施しております。

4.｢コンピューター西暦 2000 年問題｣対応状況等

(1)対応状況等

　①取組方針

　当社は、2000 年問題を経営上の重要課題と捉え、全社をあげて対応に取り組んで

おります。商社ビジネスの性格上、取引分野や取扱品目が多岐に亘るため、ビジネ

スを担当する各部署が海外店舗や関係会社等とも連携をとりつつ、グローバルかつ

総合的な取り組みを行っております。

　②取組体制

　社内基幹情報・通信システムについては、既に 1986 年から全社システム刷新計画

の一環として 2000 年問題への対応を進めております。社内システム以外の全社的な

対応については、1998 年 10 月副社長兼ＣＩＯをチ－ムリーダーとする 2000 年問題

対策チームを設置し、同チームを中心に取り組んでおります。対策チームでは、

全社行動計画の策定、対応進捗状況の管理、啓蒙活動、取締役会への報告などを

主要任務とし、米州・欧州総括店舗に設けた対策チームや国内外に設置した約 600

名の 2000 年問題対策担当者と連携しながら、取り組みを行っております。

　③対応の進捗状況

　基幹情報・通信システムについては、1999 年５月末までに 2000 年修正作業を完

了しました。その後も 2000 年問題への対応に万全を期すため、システム統合テスト

など各種検証作業を実施しております。また、国内外ビル設備についても対応済み

であることを確認しております。取扱商品・サービス及び取引先などを含めたサプ

ライチェーンについては、全社計画・ガイドラインに従って各部署毎に確認・対応

作業を継続することによって、問題発生を未然に防ぐ努力をしております。
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(2)対応のための支出金額等

  2000 年問題のためのみの支出と認識している費用は連結ベースの総額で約 23 億

円(単体ベースでは約８億円)であり、このうち約 12 億円(単体ベースでは約５億円)

は既に支払い済みです。基幹情報・通信システムの 2000 年対応は上記(1)－③の

通り完了しており、今後の当社の業績や財務内容への深刻な影響は無いものと考え

ております。

(3)危機管理計画

  不測の事態に備えるため、｢全社危機管理計画｣及び国内外の各部署毎に総計

約 540 の｢危機管理計画｣を策定し、見直し及び改善作業を継続しております。本年

末から来年初にかけては、東京本社に｢2000 年問題緊急対策本部｣を設置し、延べ

420 人のエンジニアを動員して社内基幹情報・通信システムの年始確認テストを

行います。また、国内外全店舗や関係会社のオフィス諸設備などの正常稼動を確認

することにしております。

経 営 成 績

1.当上半期の業績

　

　当上半期の売上高は、前年同期を 10.0％下回り、５兆 1,724 億円となりました。

商品別に見ますと、金属は、国内を中心とした鉄鋼需要の低迷などにより、前年

同期に比べ 17. 2％減少しました。機械・メディア産業は、船舶の輸出取引及び

アジア向けのプラント取引等が減少した結果、前年同期に比べ 11.1％下回りました。

化学品 ・ 燃 料 で は 、 燃 料 の 輸 入 取 引 が 増 加 し た も の の 、 化 学 品 が 国 内 取 引 を

中心に減少したことから、前年同期に比べ 6.2％減少しました。また、食糧 ・

食品が 6.6％、繊維が 5.0％、物資・建設ほかが 0.6％と前年同期に比べそれぞれ

減少しました。

　取引形態別に見ますと、国内取引が 6.0％、輸入取引が 1.7％、輸出取引が 23.7％、

海外取引が 16.4％と、前年同期に比べそれぞれ減少しました。

　利益につきましては、売上総利益は、前年同期に比べ 157 億円減少の 2,277 億円

となりましたが、販売費及び一般管理費が 42 億円減少したことにより、営業利益は

前年同期に比べ 115 億円減少の 236 億円となりました。経常利益は、有価証券売却

益の減少などにより、前年同期に比べ 106 億円減少の 231 億円となりました。また、

特別利益は、投資有価証券売却益などを計上したことにより 131 億円となりました。

一 方 、 特 別 損 失 は 、 関 係 会 社 等 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 、 及 び 特 定 海 外 債 権 等

貸倒引当金繰入額などを計上したことにより 120 億円となりました。

　以上の結果、法人税、住民税及び事業税、及び法人税等調整額を計上後の当上半

期の当期純利益は 142 億円となりました。

　中間配当金につきましては、11 月 18 日開催の取締役会において、１株当たり

４円とすることに決定いたしました。

　

2.通期の見通し

　売上高につきましては、期初の予想を下回り、10 兆 5,000 億円程度と見通して

おります。

　利益につきましては、｢改革パッケージ｣の推進による販売費及び一般管理費の

削減、及び金利収支や関連会社の持分法による投資損益の改善が見込まれること

から、経常利益は 680 億円、当期純利益は 300 億円とそれぞれ期初の予想を 30 億円

上回る見通しとしております。



５

連　結　売　上　高　内　訳

商 品 別 内 訳

(単位:百万円) 住 友 商 事 株 式 会 社

区     分 当上半期(11/4～11/9) 前年同期(10/4～10/9) 前年同期比

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減率

%  % %

金        属 997,918 19.3 1,204,593 21.0 △ 206,675 △ 17.2

機械･ﾒﾃﾞｨｱ産業 2,111,358 40.8 2,375,982 41.3 △ 264,624 △ 11.1

化学品・燃料 788,869 15.2 841,000 14.6 △ 52,131 △ 6.2

食 糧・食 品 531,123 10.3 568,466 9.9 △ 37,343 △ 6.6

繊        維 226,604 4.4 238,641 4.2 △ 12,037 △ 5.0

物資・建設ほか 516,566 10.0 519,847 9.0 △ 3,281 △ 0.6

合    計 5,172,438 100.0 5,748,531 100.0 △ 576,093 △ 10.0

    

取 引 形 態 別 内 訳

(単位:百万円)

区     分 当上半期(11/4～11/9) 前年同期(10/4～10/9) 前年同期比

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減率

%  % %

国      内 2,919,825 56.5 3,106,385 54.0 △ 186,560 △ 6.0

輸      入 833,552 16.1 847,895 14.8 △ 14,343 △ 1.7

輸      出 848,268 16.4 1,111,212 19.3 △ 262,944 △ 23.7

海      外 570,793 11.0 683,038 11.9 △ 112,245 △ 16.4

合      計 5,172,438 100.0 5,748,531 100.0 △ 576,093 △ 10.0

 



６

（単位：百万円） 住 友 商 事 株 式 会 社

当 上 半 期 前 年 同 期

科　　目 （11/4 ～ 11/9） （10/4 ～ 10/9） 金   額 増 減 率

％

  売  上  高  5,172,438  5,748,531 △ 576,093 △ 10.0

  売 上 原 価 △ 4,944,701 △ 5,505,076  560,375  10.2

売 上 総 利 益　  227,737  243,454 △ 15,717 △ 6.5

  販売費及び一般管理費 △ 204,040 △ 208,249  4,209  2.0

営  業  利  益　  23,697  35,205 △ 11,508 △ 32.7

  営 業 外 収 益  40,178  50,399 △ 10,221 △ 20.3

　（受   取   利   息 ） （  23,932 ） （  30,821 ）（ △ 6,889 ）

　（受  取  配  当  金） （  2,716 ） （  3,816 ）（ △ 1,100 ）

　（その他の営業外収益） （  13,530 ） （  15,761 ）（ △ 2,231 ）

  営 業 外 費 用 △ 40,739 △ 51,806  11,067  21.4

　（支   払   利   息 ） （△ 34,695 ） （△ 44,082 ）（  9,387 ）

　（その他の営業外費用） （△ 6,044 ） （△ 7,723 ）（  1,679 ）

経  常  利  益　  23,136  33,798 △ 10,662 △ 31.5

  特  別  損  益  1,140 △ 83,445  84,585

  税金等調整前当期純利益  24,276 △ 49,646  73,922  －

  法人税、住民税及び事業税 △ 11,484 △ 10,873 △ 611 △ 5.6

  法 人 税 等 調 整 額 △ 473  － △ 473  

  少  数  株  主  損  失  1,949  1,891  58

  当   期   純 　利   益  14,268 △ 58,628  72,896  －

連  結  損  益  計  算  書

前 年 同 期 比



７

連 結 損 益 計 算 書 補 足 資 料

(単位:百万円) 住 友 商 事 株 式 会 社

当 上 半 期 前 年 同 期 前年同期比

摘　　　　　　 要 (11/4～11/9） (10/4～10/9） 金　　　額

特 別 損 益 明 細

 固定資産売却損益 △ 156      10,417   △ 10,573   

 投資有価証券売却損益 12,168   5,231    　 6,937    

 投資有価証券評価損 △ 961      △ 3,420    　 2,459    

 関係会社等貸倒引当金繰入額 △ 6,054    △ 807      △ 5,247    

 年金再計算に伴う過去勤務費用 △ 1,107    △ 1,107    －

 特定海外債権等貸倒引当金繰入額 △ 2,750    － △ 2,750    

 有価証券評価損 － △ 76,194   　 76,194   

 銅地金取引和解費用 － △ 17,563   17,563   

　 　

　 　

特 別 損 益 計 1,140    △ 83,445   　 84,585   

　

　

参　　　 考

　

　

 貸倒償却･引当金繰入額 △ 513      △ 945      　 432      

 (販売費及び一般管理費に計上。) 　 　

 有価証券売却損益  3,298    　 11,376   △ 8,078    

 (その他の営業外収益に計上。)

 有価証券評価損戻入益 2,784    　 － 2,784    

 (その他の営業外収益に計上。)

 持分法による投資利益 2,681    － 2,681    

 (その他の営業外収益に計上。)

 持分法による投資損失 － △ 2,458    2,458    

 (その他の営業外費用に計上。)



８

連  結  貸  借  対  照  表

 （単位：百万円）     住 友 商 事 株 式 会 社

資   産   の   部

           期  別 当上半期 前年度 増　減            期  別 当上半期 前年度 増　減

 科  目 (11年9月末) (11年3月末)  科  目 (11年9月末) (11年3月末)

流 動 資 産   3,081,650   3,361,463 △ 279,813 流 動 負 債   2,540,560   2,826,248 △ 285,688

 現金及び預金   247,578   345,064 △ 97,486  支払手形及び買掛金   993,855   1,087,631 △ 93,776

 受取手形及び売掛金   1,603,113   1,701,065 △ 97,952  短期借入金   658,454   878,924 △ 220,470

 有価証券   417,836   478,483 △ 60,647  ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ   360,020   442,290 △ 82,270

 棚卸資産   420,324   417,751   2,573  その他の流動負債   528,231   417,403   110,828

 その他の流動資産   433,999   455,792 △ 21,793

 貸倒引当金 △ 41,200 △ 36,692 △ 4,508 固 定 負 債   1,949,624   1,885,853   63,771

 長期借入金   1,597,151   1,452,940   144,211

固 定 資 産   1,977,245   1,894,579   82,666  社債   179,052   253,915 △ 74,863

 有形固定資産   854,843   782,234   72,609  退職給与引当金   29,876   31,290 △ 1,414

 無形固定資産   68,273   54,741   13,532  その他の固定負債   143,545   147,708 △ 4,163

 投資その他の資産   1,054,129   1,057,604 △ 3,475

  投資有価証券   349,437   375,202 △ 25,765     負 債 合 計   4,490,184   4,712,101 △ 221,917

  長期貸付金   326,015   308,546   17,469

  その他の投資 少数株主持分   44,364   28,682   15,682

　　その他の資産   465,532   454,842   10,690

  貸倒引当金 △ 86,855 △ 80,986 △ 5,869 資本金   169,432   169,432   －

資本準備金   166,018   166,018   －

連結剰余金   253,815   245,113   8,702

自己株式 △ 1 △ 3   2

子会社の所有する

為替換算調整勘定   64,900   65,295 △ 395   親会社株式 △ 17 △ 6 △ 11

    資 本 合 計   589,247   580,554   8,693

資  産  合  計   5,123,795   5,321,337 △ 197,542
負債、少数株主持分

及び資本合計
  5,123,795   5,321,337 △ 197,542

（注）  （当上半期）    （前年度）

１．有形固定資産減価償却累計額  354,163百万円    304,166百万円

２．受取手形割引高   43,789百万円     46,109百万円

３．受取手形裏書譲渡高    2,075百万円      1,497百万円

４．保証債務  192,296百万円    234,344百万円

負債、少数株主持分 及び 資本の部



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９

中間連結財務諸表作成の基本となる事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住  友 商 事 株 式 会 社

1. 平成１１年３月期より、税効果会計を適用しております。

尚、平成１０年９月中間期は、適用しておりません。

2. 連結財務諸表の表示方法

(1) 改正(平成 10 年 12 月 21 日)後の「連結財務諸表規則」(昭和 51 年大蔵省令第 28 号)に

準じて作成しております。

(2) 金額の表示は、平成１１年３月期より百万円未満切捨から四捨五入に変更して記載して

おります。

尚、平成１０年９月中間期は百万円未満切捨にて記載しております。

　　

3. 連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社（561 社）

　国内…（197 社）　住商ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱、住商ｵｰﾄﾘｰｽ㈱、新光製糖㈱、サミット㈱、

　　　　　　　　　　住商機電貿易㈱、住商ﾒﾀﾚｯｸｽ㈱　他

　海外…（364 社）　米国住友商事、欧州住友商事ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ、

　　　　　　　　　　CANTEX INC.、INTERACID TRADING S.A.  他

持分法適用会社（202 社）

　国内…（ 77 社）　住商情報ｼｽﾃﾑ㈱、住商リース㈱、吉原製油㈱　他

　海外…（125 社）　FIRST PHILIPPINE INDUSTRIAL PARK INC.、

                    P.T. SUMMITMAS PROPERTY  他



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０

平成１２年３月期　中間決算短信　　　　　　　　  　　平成１１年１１月１８日

住 友 商 事 株 式 会 社　　　(上場取引所…東京･大阪･名古屋各第一部、京都、広島、福岡)

コード番号　８０５３

大阪本社　大阪市中央区北浜４丁目５番３３号

東京本社　東京都千代田区一ツ橋１丁目２番２号

問合せ先　広報室長　　　　近 藤　　材　　　ＴＥＬ（０３）３２１７－５０６３

　　　　　主計部長　　　　福 元 哲 朗      ＴＥＬ（０３）３２１７－６９７９

中間決算取締役会開催日　　平成１１年１１月１８日　　　　　　中間配当制度　有

中間配当支払開始日　　　　平成１１年１２月１０日

１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）

(１)経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(表示金額は百万円未満切捨)

 売   上   高    ( 対前年中間期　）

　　　　　　     増　 減 　率

営 業 利 益  ( 対前年中間期　）

　　　　　　 　　増　 減 　率

経 常 利 益 ( 対前年中間期　）

　　　　　　　　増　 減 　率

11 年 9月中間期

10 年 9月中間期

　　　　　　　　百万円　　　　　　％

　４，６９４，５１７　(△１１．１)
　５，２７９，７３９　(△　８．８)

　　　　　百万円　　　　　　％

　　７，６５５　(△１３．５)
　　８，８４６　(△３６．９)

　　　　　　百万円　　　　　％

　２１，４３５　(△２８．６)
　３０，０３３　(　７０．１)

11 年　3 月 期    １０，４６０，６９６ 　１７，５７７ 　４２，０４７

　
中間(当期)純利益　( 対前年中間期　）

　　　　　　　　 　増　 減 　率

　　１　株　当　た　り
　　中間 (当期 )純利益         

　  会 計 処 理 基 準
　　

11 年 9月中間期

10 年 9月中間期

　　　　　　　　百万円　　　　　　％

　　　　１０，９３７　(　　　　－)
　　　△５９，０３１　(　　　　－)

　　　　　　円　　　銭

　　　　　１０．２７

　　　　△５５．４５

　　　　　　　　　　

　 中間財務諸表作成基準

　 中間財務諸表作成基準

11 年　3 月 期    　　　△２３，５５７ 　　　　△２２．１３ 　　　　　

（注）1．期中平均株式数　　１１年９月中間期　　１，０６４，４６２，６６２ 株
　　　　 　　　　　　　　　１０年９月中間期　　１，０６４，４６２，６６２ 株
　　　　　   　　　　　　　１１年  ３ 月 期　　１，０６４，４６２，６６２ 株
 　   2．会計処理の方法の変更はありません。
　    3．１１年３月期より、税効果会計を適用しております。尚、１０年９月中間期は、適用しておりません。

(2)配当状況

　 １ 株 当 た り
 　中 間 配 当 金

　 １ 株 当 た り
　 年 間 配 当 金

11 年 9月中間期

10 年 9月中間期

　　　　　　円　　銭

　　　　４．００

　　　　４．００

11 年　3 月 期    

　　　　　　円　　銭

　　　　８．００

(3)財政状態

　　 　総 　資 　産      株 主 資 本 　 株主資本比率   １株当たり株主資本

11 年 9月中間期

10 年 9月中間期

　　　　　　　　　　　百万円

 　   ３，３１３，５２５

  　　３，６１５，２６９

　　　　　　　　百万円

　　５１６，１３１

 　 ４２９，３３５

　　　　　　％

　　１５．６

　　１１．９

　　　　　　円　　　銭

　　　４８４．８７

　　　４０３．３３

11 年　3 月 期      　　３，５８２，２７９   　５０９，４５１ 　　１４．２ 　　　４７８．５９

（注）1．期末発行済株式数　１１年９月中間期　　１，０６４，４６２，６６２ 株
　　　　　　　　　　　 　　１０年９月中間期　　１，０６４，４６２，６６２ 株
　　　　　　　　　　　 　１１年  ３ 月 期　　１，０６４，４６２，６６２ 株
　　2．中間期末の有価証券の評価損益　　３２１，１５４ 百万円
　　3．「中間期末のデリバティブ取引の評価損益」につきましては、現在作成中であります。

2．１２年 3 月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

　　　売　上　高   経 常 利 益 　 当期純利益 　　　１株当たり年間配当金
　 期　　　末

１２年 ３月期

　　　　　　　　　百万円

　９，５００，０００

　　　　　　百万円

　５０，０００

　　　　　　百万円

　２０，０００

　　　　円　　銭

　　４．００

　　　　円　　銭

　　８．００

（参考）１株当たり予想当期純利益　　　　１８円７９銭



     　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   　 　 　 　 　 　 　 １ １

                                                   住 友 商 事  株 式 会 社

経 営 成 績

1.当上半期の業績

　

　当上半期の売上高は、前年同期を 11.1％下回り、４兆 6,945 億円となりました。

商品別に見ますと、金属は、国内を中心とした鉄鋼需要の低迷などにより、前年

同期に比べ 17. 1％減少しました。機械・メディア産業は、船舶の輸出取引及び

アジア向けのプラント取引等が減少した結果、前年同期に比べ 13.4％下回りました。

化学品 ・ 燃 料 で は 、 燃 料 の 輸 入 取 引 が 増 加 し た も の の 、 化 学 品 が 国 内 取 引 を

中心に減少したことから、前年同期に比べ 4.9％減少しました。また、食糧 ・

食品が 9.8％、繊維が 4.3％、物資・建設ほかが 1.3％と前年同期に比べそれぞれ

減少しました。

　取引形態別に見ますと、国内取引が 7.7％、輸入取引が 1.2％、輸出取引が 24.9％、

海外取引が 19.3％と、前年同期に比べそれぞれ減少しました。

　利益につきましては、営業総利益は、前年同期に比べ 106 億円減少の 901 億円と

なりましたが、販売費及び一般管理費が 94 億円減少したことにより、営業利益は

前年同期に比べ 11 億円の減少に留まり、76 億円となりました。経常利益は、有価

証券売却益の減少などにより、前年同期に比べ 85 億円減少の 214 億円となりました。

また、特別利益は、投資有価証券売却益などを計上したことにより 95 億円となりま

した。一方、特別損失は、関係会社等貸倒引当金繰入額、及び特定海外債権等貸倒

引当金繰入額などを計上したことにより 132 億円となりました。

　以上の結果、法人税等、及び法人税等調整額を計上後の当上半期の当期利益は 109

億円となりました。

　中間配当金につきましては、11 月 18 日開催の取締役会において、１株当たり

４円とすることに決定いたしました。

　

2.通期の見通し

　売上高につきましては、期初の予想を下回り、９兆 5,000 億円程度と見通して

おります。

　利益につきましては、売上高の減少に伴い営業総利益は期初の予想に比べ、減少

するものと見込まれるものの、｢改革パッケージ｣の推進による販売費及び一般管理

費の削減により、経常利益は 500 億円、当期利益は 200 億円と期初の予想通りと

見通しております。



１２

売　上　高　内　訳

商 品 別 内 訳

(単位:百万円) 住 友 商 事 株 式 会 社

区     分 当上半期(11/4～11/9) 前年同期(10/4～10/9) 前年同期比

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減率

%  % %

金        属 889,280 18.9 1,072,273 20.3 △ 182,992 △ 17.1

機械･ﾒﾃﾞｨｱ産業 1,917,549 40.9 2,214,844 41.9 △ 297,294 △ 13.4

化学品・燃料 723,318 15.4 760,512 14.4 △ 37,194 △ 4.9

食 糧・食 品 478,695 10.2 530,572 10.1 △ 51,876 △ 9.8

繊        維 214,911 4.6 224,482 4.3 △ 9,571 △ 4.3

物資・建設ほか 470,762 10.0 477,054 9.0 △ 6,292 △ 1.3

合    計 4,694,517 100.0 5,279,739 100.0 △ 585,221 △ 11.1

    

取 引 形 態 別 内 訳

(単位:百万円)

区     分 当上半期(11/4～11/9) 前年同期(10/4～10/9) 前年同期比

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増減率

%  % %

国      内 2,703,988 57.6 2,930,988 55.5 △ 226,999 △ 7.7

輸      入 827,904 17.6 837,931 15.9 △ 10,027 △ 1.2

輸      出 756,007 16.1 1,007,018 19.1 △ 251,011 △ 24.9

海      外 406,617 8.7 503,801 9.5 △ 97,183 △ 19.3

合      計 4,694,517 100.0 5,279,739 100.0 △ 585,221 △ 11.1

 

尚、当上半期の売上高と成約高の差額は僅少であります。



　

１３

  損　 益 　計 　算   書　

(単位:百万円) 住 友 商 事 株 式 会 社

（11/4～11/9) 対売上比 (10/4～10/9) 対売上比 金  　額

％ ％ ％

 経 常 損 益 の 部

営 業 損 益

 売 上 高  4,694,517  100.00  5,279,739  100.00 △ 585,221 △ 11.1

 売上原価 △ 4,604,351 △ 98.08 △ 5,178,965 △ 98.09  574,613  11.1

       営  業  総  利  益  90,166  1.92  100,773  1.91 △ 10,607 △ 10.5

 販売費及び一般管理費 △ 82,510 △ 1.76 △ 91,927 △ 1.74  9,417  10.2

       営　 業   利　 益  7,655  0.16  8,846  0.17 △ 1,190 △ 13.5

 営 業 外 損 益

 営業外収益  31,292  0.67  43,838  0.83 △ 12,546 △ 28.6

    (受   取    利   息) (  12,777 ) (  19,511 ) ( △ 6,734 )

    (受  取  配  当  金) (  11,765 ) (  13,237 ) ( △ 1,471 )

    (その他の営業外収益) (  6,749 ) (  11,089 ) ( △ 4,340 )

 営業外費用 △ 17,512 △ 0.37 △ 22,651 △ 0.43  5,139  22.7

(支払利息及び割引料) ( △ 13,783 ) ( △ 19,439 )  (  5,655 )

(ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 利 息) ( △ 407 ) ( △ 1,490 )  (  1,082 )

(その他の営業外費用) ( △ 3,320 ) ( △ 1,722 )  ( △ 1,598 )

   営  業  外  損  益  13,780  0.30  21,187  0.40 △ 7,407

       経　 常　 利　 益  21,435  0.46  30,033  0.57 △ 8,597 △ 28.6

 

特 別 損 益 の 部  

特 別 損 益 △ 3,698 △ 0.08 △ 87,754 △ 1.66  84,056

税引前上半期利益  17,737  0.38 △ 57,721 △ 1.09  75,458 －

法 人 税 等 △ 1,600 △ 0.04 △ 1,310 △ 0.03 △ 290 △ 22.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 5,200 △ 0.11  －  － △ 5,200 －

上 半 期 利 益  10,937  0.23 △ 59,031 △ 1.12  69,968 －

増減率

前　年　同　期　比

科　　  目

当　　上　　半　　期 前　　年　　同　　期



１４

損 益 計 算 書 補 足 資 料

(単位:百万円) 住 友 商 事 株 式 会 社

当 上 半 期 前 年 同 期 前年同期比

摘　　　　　　 要 (11/4～11/9） (10/4～10/9） 金　　　額

特 別 損 益 明 細

 固定資産売却損益  24       　 9,956    △ 9,931    

　

 投資有価証券売却損益  8,795    　 7,695    　 1,100    

 投資有価証券評価損 △ 794      △ 3,355    　 2,560    

 関係会社等貸倒引当金繰入額 △ 8,416    △ 7,805    △ 611      

 年金再計算に伴う過去勤務費用 △ 1,107    △ 1,107    　 －

 特定海外債権等貸倒引当金繰入額 △ 2,200    　 － △ 2,200    

 有価証券評価損 － △ 75,575   　 75,575   

 銅地金取引和解費用 － △ 17,563   　 17,563   

　 　

　 　

特 別 損 益 計 △ 3,698    △ 87,754   　 84,056   

　

　

参　　　 考

　

　

 貸倒償却･引当金繰入額 △ 110      △ 1,802    　 1,692    

 (販売費及び一般管理費に計上。) 　 　

 有価証券売却損益  3,019    　 10,466   △ 7,447    

 (その他の営業外収益に計上。)

 有価証券評価損戻入益 2,664    　 － 2,664    

 (その他の営業外収益に計上。)
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貸   借   対   照   表

（単位：百万円）     住 友 商 事 株 式 会 社

資   産   の   部 負 債 及び 資 本 の 部

期  別 期  別

科  目 　 科  目 　

流動資産 2,186,962 2,488,540 △ 301,577 流動負債  1,547,852  1,936,758 △ 388,906

現金及び預金 118,365 226,139 △ 107,773 支払手形  133,755  146,001 △ 12,245

受取手形 156,292 174,443 △ 18,151 買掛金  503,314  583,510 △ 80,196

売掛金 937,319 1,033,417 △ 96,097 短期借入金  310,054  482,440 △ 172,385

短期信託金 3,786 5,412 △ 1,625 ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ  329,000  429,000 △ 100,000

有価証券 377,499 398,954 △ 21,455 前受金  134,945  129,398  5,546

商品 126,196 129,711 △ 3,514 その他の流動負債  136,782  166,406 △ 29,624

販売不動産 85,849 90,058 △ 4,208

前渡金 124,273 122,712 1,561

短期貸付金 211,929 260,366 △ 48,436 固定負債  1,249,541  1,136,068  113,472

その他の流動資産 75,400 75,175 224 長期借入金  1,068,867  971,131  97,736

貸倒引当金 △ 29,952 △ 27,852 △ 2,100 社債  90,000  70,000  20,000

転換社債  38,755  38,755  －

退職給与引当金  20,224  22,948 △ 2,724

その他の固定負債  31,694  33,234 △ 1,539

固定資産 1,126,562 1,093,738 32,823

有形固定資産 215,851 206,450 9,401

無形固定資産 26,767 23,586 3,181 負 債 合 計  2,797,393  3,072,827 △ 275,433

投資等 883,943 863,702 20,241

投資有価証券 547,316 525,210 22,105 資本金  169,431  169,431  －

長期貸付金 279,094 262,660 16,433

その他の投資等 180,673 192,564 △ 11,891 法定準備金  181,975  181,549  426

貸倒引当金 △ 123,140 △ 116,733 △ 6,406 資本準備金  166,017  166,017  －

利益準備金  15,957  15,531  426

剰余金  164,724  158,470  6,253

資 本 合 計  516,131  509,451  6,679

資 産 合 計 3,313,525 3,582,279 △ 268,754 負債 及び 資本合計  3,313,525  3,582,279 △ 268,754

　　　（当上半期） 　　（前年度）

（注） １．有形固定資産の減価償却累計額 59,870百万円 58,097百万円

２．保証債務 687,015百万円 714,615百万円

３．受取手形割引残高 40,910百万円 41,633百万円

４．受取手形譲渡残高 12百万円 79百万円

５．自己株式 1百万円 2百万円

前年度 増　減

(11年3月末) (11年9月末) (11年3月末)

当上半期当上半期

(11年9月末)

前年度 増　減



１６

有 価 証 券 の 時 価 等

（単位：百万円） 住 友 商 事 株 式 会 社

当 上 半 期 （１１年９月末） 前　年　度 （１１年３月末）

   種            類 中間貸借対照表 時  　　価 評 価 損 益 貸借対照表 時  　　価 評 価 損 益

計　上　額 計　上　額

(１)流動資産に

      　  属するもの

    　株      　　式 361,196 548,441 187,245 359,024 485,586 126,562 

    　債    　　　券 9,960 8,736 △ 1,223 14,111 14,068 △ 42 

    　そ    の  　他 － － － － － － 

    　小　      　計 371,156 557,178 186,021 373,135 499,655 126,519 

(２)固定資産に

      　　属するもの

    　株      　　式 17,181 152,558 135,377 14,602 99,111 84,508 

    　債    　　　券 6,320 6,076 △ 244 6,632 6,863 231 

    　そ    の  　他 － － － － － － 

    　小　      　計 23,501 158,634 135,132 21,235 105,975 84,740 

　　　合    　　　計 394,658 715,812 321,154 394,371 605,631 211,260 

（注）１．時価(時価相当額を含む)の算定方法

　　　　(1)上場有価証券･･･････････････主に東京証券取引所の最終価格

　　　　(2)店頭売買有価証券･･･････････証券業協会が公表する売買価格等

　　　　(3)気配等を有する有価証券･････証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等　

           　((1),(2)に該当する有価証券を除く｡)

　　　　(4)上記以外の債券

　　　　　　 (時価の算定が困難なものを除く｡)

　　　　　①非上場内国債券････････････証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、

  　　　　　　　 　　　　　　　　　　　残存償還期間等に基づいて算定した価格

　　　　　②非上場外国債券 ･･･････････中間貸借対照表計上額(外貨建)を上半期末の為替レートにより

  　　　　　　　　　　　　　        　算定した価格

      ２．株式（流動資産）には、自己株式を含めております。

　　　　　なお、評価損益は次のとおりであります。

当　上　半　期 前　　年　　度

（１１年９月末） （１１年３月末）

　　－ 百万円       0 百万円 

      ３．上記の開示対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額は次のとおりであります。

当　上　半　期 前　　年　　度

        （流動資産） （１１年９月末） （１１年３月末）

      　    残存償還期間が１年以内の非上場内国債券    6,344 百万円  25,821 百万円

        （固定資産）

            非上場株式(店頭売買有価証券を除く) 457,846 百万円 437,656 百万円

            非上場外国債券  15,000 百万円  15,000 百万円

            非上場外国出資証券  30,000 百万円  30,000 百万円



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７

平成１２年３月期　中間連結決算概要　　　　　　　　　平成１１年１１月１８日

　　　　　〔米国の会計基準により作成〕

住 友 商 事 株 式 会 社

大阪本社　大阪市中央区北浜４丁目５番３３号
東京本社　東京都千代田区一ツ橋１丁目２番２号
問合せ先　広報室長　　　　近 藤　　材　　　ＴＥＬ（０３）３２１７－５０６３
　　　　　主計部長　　　　福 元 哲 朗      ＴＥＬ（０３）３２１７－６９７９

１．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）

(１)　経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円未満四捨五入)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 売 上 高

　　　　　  ( 対前年中間期増減率　）

 営業利益

 　　　( 対前年中間期増減率　）

 中間（当期）純利益

　　　( 対前年中間期増減率　）

11年9月中間期

10年9月中間期

　　　　　　　百万円　　　　　　％

　 ５，１６４，３３５　（ △10.0 ）

　 ５，７３８，４１５

　　　　　百万円　　　　　％

　 １８，７６４　（ △50.7 ）

　 ３８，０５６

　　　　　　　百万円　　　　％

　　１３，１５４　（　 6.6 ）

　　１２，３３５

11 年　3 月 期     １１，３７８，８３１ 　 １７，７４４ △　１３，０７６

　
１　株　当　た　り

中間(当期)純利益         

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益         

　　株 主 資 本         

　　中間(当期)純利益率

11 年9月中間期

10年9月中間期

　　　　　　   円　　　銭

　　　　    １２．３６

　　　    　１１．５９

　　　　　　円　　　銭

１２．１６

１１．４０

　　　　　　　　％

　　　　　　２．２

　　　　　　２．１

11 年　3 月 期    　   　 △　１２．２８ － 　　　　△　２．２

(2)　財政状態

　　　総　資　産      株 主 資 本 　  株主資本比率   １株当たり株主資本

11 年9月中間期

10年9月中間期

　　　　　　　　百万円

　 ５，２５７，７６８

   ５，８１７，７４２

　　　　　　　百万円

    ６１５，６２６

    ５６５，２７３

　　　　　　 ％

　　   １１．７

　　   　９．７

　　　　円　　　銭

    ５７８．３４

    ５３１．０４

11 年　3 月 期       ５，３８９，３５６     ５６９，６５３ 　　   １０．６ 　　５３５．１５

(3)　連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　　　　連結子会社数　　　　５６１社
　　　　　非連結子会社数　　　　７４社　（うち持分法適用会社数　　　　　０社）
　　　　　関連会社数　　　　　２７９社　（うち持分法適用会社数　　　２０２社）
　
   　連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　　　連結（新規）　　　　６５社　　　持分法（新規）　　　２２社
　　　　　　　（除外）　　　　１９社　　　　　　（除外）　　　３７社

2．１２年 3月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

　

　　　売　上　高 　 当 期 純 利 益

12 年 ３ 月 期    

　　　　　　　　　 百万円

 １０，５００，０００

　　　　　　　百万円

　   ３０，０００



                                                                                                                               
                                            　　　　　　　　　　　   １ ８
                                                   住 友 商 事  株 式 会 社

連 結 決 算 業 績 の 概 要             
 〔米国の会計基準により作成〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　当上半期の売上高は、前年同期を 10.0％下回り、５兆 1,643 億円となりました。

商品別に見ますと、金属は、国内を中心とした鉄鋼需要の低迷などにより、前年

同期に比べ 17. 2％減少しました。機械・メディア産業は、船舶の輸出取引及び

アジア向けのプラント取引等が減少した結果、前年同期に比べ 11.2％下回りました。

化学品 ・ 燃 料 で は 、 燃 料 の 輸 入 取 引 が 増 加 し た も の の 、 化 学 品 が 国 内 取 引 を

中心に減少したことから、前年同期に比べ 6.2％減少しました。また、食糧 ・

食品が 6.6％、繊維が 5.0％、物資・建設ほかが 0.3％と前年同期に比べそれぞれ

減少しました。取引形態別に見ますと、国内取引が 6.0％、輸入取引が 1.7％、輸出

取引が 23.7％、海外取引が 16.2％と、前年同期に比べそれぞれ減少しました。

　

　利益につきましては、売上総利益は、前年同期に比べ 169 億円減少の 2,264 億円

となりました。販売費及び一般管理費は前年同期に比べ 28 億円減少しましたが、

貸倒引当金繰入額が増加したことにより営業利益は前年同期に比べ 192 億円減少の

187 億円となりました。税引後利益は、その他の収益･費用が 48 億円改善したこと

などにより前年同期に比べ 42 億円減少の 110 億円となりました。持分法による投資

損益は前年同期に比べ 51 億円改善しました。

　以上の結果、当期純利益は前年同期に比べ 8 億円増加し 131 億円となりました。



１９

連  結  損  益  計  算  書

（単位：百万円） 住 友 商 事 株 式 会 社

％

売　上　高  5,164,335  5,738,415 △ 574,080 △ 10.0

売 上 総 利 益  226,442  243,369 △ 16,927 △ 7.0

(売上総利益率)

  販売費及び一般管理費 △ 201,034 △ 203,931 2,897 1.4

  貸倒引当金繰入額 △ 6,644 △ 1,382 △ 5,262 △ 380.8

営 業 利 益  18,764  38,056 △ 19,292 △ 50.7

その他の収益・費用

  利息(受取利息差引後) △ 11,849 △ 14,144 2,295 16.2

  受　取　配　当　金 2,716 3,816 　 △ 1,100 △ 28.8

  有 価 証 券 損 益 14,262 15,619 △ 1,357 △ 8.7

  固 定 資 産 損 益 △ 156  10,417 　 △ 10,573 －

  そ の 他 の 損 益 △ 1,847 △ 17,391 15,544 89.4

  その他の収益・費用計 3,126 △ 1,683 4,809 －

税 引 前 利 益 21,890 　 36,373 　 △ 14,483 △ 39.8

法　人　税　等 △ 10,852 △ 21,048 　 10,196 48.4

税 引 後 利 益  11,038  15,325 △ 4,287 △ 28.0

持分法による投資損益(税引後) 2,116 △ 2,990 5,106 －

当 期 純 利 益 　 13,154 　 12,335 819 6.6

 (注)  1. 当連結財務諸表は、米国の会計基準に基づいて作成しております。

　　　 2. 当上半期及び前年同期の包括利益は、50,231百万円の利益及び　49,859百万円の損失となりました。

［米国の会計基準により作成］

科　　目

金　額

（ 4.38% ） （ 4.24% ）

　  　前 年 同 期 比

増 減 率

 　前 年 同 期 　当 上 半 期

　(11/4～11/9) 　(10/4～10/9)



２０

連　結　貸　借　対　照　表
［米国の会計基準により作成］

（単位：百万円） 住 友 商 事 株 式 会 社 

                          資   産   の   部 　　　　　　　　　　負　債　及び　資　本　の　部

期　別 期　別 

科　目 科　目

流 動 資 産 流 動 負 債

現金及び現金等価物 178,239 300,385 △ 122,146 短期借入金 880,940 1,223,181 △ 342,241

定期預金 69,339 44,678 　 24,661 一年以内に期限の 　

有価証券 55,102 114,974 △ 59,872  　　到来する長期債務 353,807 251,910 　 101,897

営業債権 　 営業債務 　

受取手形及び短期貸付金 404,548 403,285 　 1,263 　支払手形 200,634 214,725 △ 14,091

売掛金 1,136,177 1,202,134 △ 65,957 　買掛金 742,940 814,449 △ 71,509

関連会社に対する債権 124,452 202,307 △ 77,855 　関連会社に対する債務 43,271 33,361 　 9,910

貸倒引当金 △ 14,450 △ 11,267 △ 3,183 未払法人税等 9,001 6,088 　 2,913

棚卸資産 400,975 398,402 　 2,573 未払費用 63,503 64,878 △ 1,375

短期繰延税金資産 23,230 20,489 　 2,741 前受金 119,310 97,873 　 21,437

前渡金 88,850 79,354 　 9,496 その他の流動負債 89,851 65,533 　 24,318

その他の流動資産 91,934 71,227 　 20,707 流 動 負 債 合 計 2,503,257 2,771,998 △ 268,741

流 動 資 産 合 計 2,558,396 2,825,968 △ 267,572 　

　 長 期 債 務 　

投 資 及び 長 期 債 権 　   一年以内期限到来分を除く(一年以内期限到来分を除く) 1,996,890 1,959,143 　 37,747

関連会社に対する 　 年金及び退職給付債務 51,540 54,358 △ 2,818

　　　　　　投資及び債権 207,045 214,744 △ 7,699 長 期 繰 延 税 金 負 債 49,267 6,247 　 43,020

その他の投資 865,078 830,008 　 35,070 少 数 株 主 持 分 41,188 27,957 　 13,231

長期貸付金及び長期営業債権 776,499 772,609 　 3,890 　

貸倒引当金 △ 92,692 △ 88,236 △ 4,456 資　本 　

投資 及び 長期債権 合計 1,755,930 1,729,125 　 26,805 資本金 169,432 169,432 　 － 

　 資本準備金 189,536 189,536 　 － 

有 形 固 定 資 産 　 利益剰余金 　

　減価償却累計額控除後 817,161 740,460 　 76,701   利益準備金 15,958 15,532 　 426

そ の 他 の 資 産 126,281 93,803 　 32,478 　その他の利益剰余金 213,470 205,000 　 8,470

　 累積その他の包括利益 　

　 　未実現有価証券評価益 98,571 60,188 　 38,383

　 　外貨換算調整勘定等 △ 71,341 △ 70,035 △ 1,306

　       資 本 合 計 615,626 569,653 　 45,973

5,257,768 5,389,356 △ 131,588 5,257,768 5,389,356 △ 131,588

 (注)  当連結財務諸表は、米国の会計基準に基づいて作成しております。

合　　計 合　　計

当上半期増  減

 (11年9月末)  (11年3月末)

当上半期 前 年 度 増  減

 (11年9月末)  (11年3月末)

前 年 度
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